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No. 事業名
事業箇所
（地区名）

事業年度
進捗率
（H２０）
（H２４）

対応方針

１ 地方特定道路整備事業 諸富西島線 H9～H30
（７５％）
（９３％）

継続

２
社会資本整備総合交付
金（広域連携事業）

三瀬栗並線 H11～H26
（２９％）
（６１％）

継続

３
社会資本整備総合交付
金（道路事業）

佐賀脊振線 H8～H30
（９％）
（１０％）

継続

４
防災・安全交付金（道路
事業）

小城牛津線 H11～H27
（３５％）
（５７％）

継続

５
防災・安全交付金（道路
事業）

大詫間光法停車場線 H7～H28
（６７％）
（８４％）

継続



費用対効果 Ｂ／Ｃ

道路事業のＢ/Ｃの考え方

○総便益（Ｂ）： 道路整備によりもたらされる総便益額

○総費用（Ｃ）： 道路整備及び維持管理に要する総費用

（内訳）
・走行時間短縮便益＝ ×短縮時間×交通量

・走行経費減少便益＝ ×走行距離×交通量

・交通事故減少便益＝ ×

○費用便益比： 総便益（Ｂ）／総費用（Ｃ）

※便益と維持管理費については、
供用開始後５０年間で算定

（内訳）・事業費
・維持管理費

車両１台当たり
の時間価値

道路整備による
走行経費の減少

道路整備による
人身事故件数の減少

人身事故一件当たり
平均損失額

（人的損失額、物的損失額、渋滞損失額）



費用便益分析における前回評価時からの変更点

将来交通需要推計手法の見直し

費用便益分析マニュアル

○便益の算出に使用する将来交通量の推計手法が、
国土交通省により見直された

○元となる交通量調査データが改訂された
前回：Ｈ１１調査 ⇒ 今回：Ｈ１７調査

将来交通量の変化と、それに伴う便益の変化が生じている

○費用便益マニュアル（国土交通省）が改訂された
前回：Ｈ１５．８作成 ⇒ 今回：Ｈ２０．１１作成

・便益、費用の検討期間の延長 ４０年 ⇒ ５０年
・便益計算に係る係数の見直し

同じ条件では便益が減の傾向


